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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】複雑な摩擦掘削環境で使用するための、耐久性および耐摩耗性、低い残留応力、
熱安定性という、改善され最適化された特性の組み合わせを備え、これら特性の組み合わ
せを所望の最終用途に適したものにした多結晶ダイヤモンド（ＰＣＤ）材料の提供。
【解決手段】結晶間結合ダイヤモンドと格子間領域とを有するダイヤモンド本体を含むダ
イヤモンド結合構造体。作業面と、界面表面とを有し、金属製の母材に接合されていても
よく、ダイヤモンドの傾斜体積含有率が約１．５パーセントを超え、界面表面でのダイヤ
モンドの含有量は９４パーセント未満であり、作業面に近づくにつれて高くなる。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　結晶間結合ダイヤモンドのマトリックス相と、前記結合ダイヤモンド間に分散した複数
の格子間領域と、を有するダイヤモンド本体を含むダイヤモンド結合構造体であって、前
記ダイヤモンド本体は、ある位置における作業面と、別の位置に配置された界面表面とを
有し、前記本体は、ダイヤモンドの傾斜体積含有率が約１．５パーセントを超え、前記ダ
イヤモンド本体は、前記作業面でのダイヤモンドの体積含有率が、以下の基準すなわち、
　前記ダイヤモンドの体積分率が（０．９０７７）より高く、（ダイヤモンドの平均粒子
サイズ＾０．０２２１）または
　ダイヤモンドの体積分率が（０．９１８７）より高く、（ダイヤモンドの平均粒子サイ
ズ＾０．０１８３）または
　ダイヤモンドの体積分率が（０．９２９１）より高く、（ダイヤモンドの平均粒子サイ
ズ＾０．０１４８）
のうちの１つに準じ、前記ダイヤモンドの平均粒子サイズは、単位がマイクロメートルで
ある、ダイヤモンド結合構造体。
【請求項２】
　前記界面表面での前記ダイヤモンドの体積含有率は、９４体積パーセント未満であり、
前記作業面で、それと大きさが同じまたはそれより大きいダイヤモンド粒子から形成され
る、請求項１に記載のダイヤモンド結合構造体。
【請求項３】
　前記ダイヤモンド本体は、前記格子間領域間に配置された触媒材料を含み、前記触媒材
料の体積含有率は、前記本体内で、前記界面表面から前記作業面に向かって徐々に変化す
る、請求項１に記載のダイヤモンド結合構造体。
【請求項４】
　前記触媒材料の前記体積含有率は、前記作業面から前記界面表面に向かって高くなる、
請求項３に記載のダイヤモンド結合構造体。
【請求項５】
　前記ダイヤモンド本体は、カーバイド、ニトリド、ホウ化物、オキシド、これらの組み
合わせからなる群から選択される追加の材料を、前記格子間領域内に含む、請求項３に記
載のダイヤモンド結合構造体。
【請求項６】
　前記追加の材料は、前記作業面から前記界面表面に向かって体積含有率が変化する、請
求項５に記載のダイヤモンド結合構造体。
【請求項７】
　前記作業面における前記触媒材料の前記体積含有率は、約６パーセント未満である、請
求項３に記載のダイヤモンド結合構造体。
【請求項８】
　前記界面表面で前記ダイヤモンド本体に接合された母材をさらに含み、前記母材は、セ
ラミック材料、金属材料、サーメット材料、これらの組み合わせからなる材料の群から選
択される、請求項１に記載のダイヤモンド結合構造体。
【請求項９】
　前記ダイヤモンド本体の少なくとも一部は、高圧高温条件で前記本体を形成するのに用
いられる触媒材料を実質的に含まない、請求項１に記載のダイヤモンド結合構造体。
【請求項１０】
　前記作業面から奥に延在する前記ダイヤモンド本体の部分領域は、前記触媒材料を実質
的に含まない、請求項９に記載のダイヤモンド結合構造体。
【請求項１１】
　ビット本体に作動的に取り付けられた多数の切削要素を備え、前記切削要素の１つまた
は２つ以上が、請求項１に記載の前記ダイヤモンド結合構造体を含む、地下層を掘削する
ためのビット。
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【請求項１２】
　結晶間結合ダイヤモンドのマトリックス相と、前記結合ダイヤモンド間に分散した複数
の格子間領域と、を有するダイヤモンド本体を含むダイヤモンド結合構造体であって、前
記ダイヤモンド本体は、ある位置における作業面と、別の位置に配置された界面表面とを
有し、前記本体は、ダイヤモンドの傾斜体積含有率が約１．５パーセントを超え、前記ダ
イヤモンド本体は、前記作業面でのダイヤモンドの体積含有率が、以下の基準すなわち、
　焼結後のダイヤモンドの平均粒子サイズが２～４ミクロンの範囲内であり、ダイヤモン
ドの体積分率が９３％を超えるか、
　焼結後の平均粒子サイズが４～６ミクロンの範囲内であり、ダイヤモンドの体積分率が
９４％を超えるか、
　焼結後の平均粒子サイズが６～８ミクロンの範囲内であり、ダイヤモンドの体積分率が
９５％を超えるか、
　焼結後の平均粒子サイズが８～１０ミクロンの範囲内であり、ダイヤモンドの体積分率
が９５．５％を超えるか、
　焼結後の平均粒子サイズが１０～１２ミクロンの範囲内であり、ダイヤモンドの体積分
率が９６％を超えるか、
のうちの１つに準じる、ダイヤモンド結合構造体。
【請求項１３】
　前記格子間領域間に配置された触媒材料を含み、前記触媒材料の体積含有率は、前記本
体内で、前記界面表面から前記作業面に向かって徐々に変化する、請求項１２に記載のダ
イヤモンド結合構造体。
【請求項１４】
　前記触媒材料の前記体積含有率は、前記作業面から前記界面表面に向かって高くなる、
請求項１３に記載のダイヤモンド結合構造体。
【請求項１５】
　前記ダイヤモンド本体は、カーバイド、ニトリド、ホウ化物、オキシド、これらの組み
合わせからなる群から選択される追加の材料を、前記格子間領域内に含む、請求項１２に
記載のダイヤモンド結合構造体。
【請求項１６】
　前記追加の材料は、前記作業面から前記界面表面に向かって体積含有率が変化する、請
求項１５に記載のダイヤモンド結合構造体。
【請求項１７】
　前記作業面における前記触媒材料の前記体積含有率は、約６パーセント未満である、請
求項１２に記載のダイヤモンド結合構造体。
【請求項１８】
　前記界面表面で前記ダイヤモンド本体に接合された母材をさらに含み、前記母材は、セ
ラミック材料、金属材料、サーメット材料、これらの組み合わせからなる材料の群から選
択される、請求項１２に記載のダイヤモンド結合構造体。
【請求項１９】
　前記ダイヤモンド本体の少なくとも一部は、高圧高温条件で前記本体を形成するのに用
いられる触媒材料を実質的に含まない、請求項１２に記載のダイヤモンド結合構造体。
【請求項２０】
　前記作業面から奥に延在する前記ダイヤモンド本体の部分領域は、前記触媒材料を実質
的に含まない、請求項９に記載のダイヤモンド結合構造体。
【請求項２１】
　ビット本体に作動的に取り付けられた多数の切削要素を備え、前記切削要素の１つまた
は２つ以上が、請求項１２に記載の前記ダイヤモンド結合構造体を含む、地下層を掘削す
るためのビット。
【請求項２２】
　結晶間結合ダイヤモンドのマトリックス相と、前記結合ダイヤモンド間に分散した複数
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の格子間領域と、前記格子間領域内に配置された触媒材料と、を有するダイヤモンド本体
を含むダイヤモンド構造体であって、前記ダイヤモンド本体は、ある位置における作業面
と、別の位置に配置された界面表面とを有し、前記触媒材料の体積含有率は、前記本体内
で、前記界面表面から前記作業面に向かって徐々に変化し、前記ダイヤモンド本体は、カ
ーバイド、ニトリド、ホウ化物、オキシド、これらの組み合わせからなる群から選択され
る追加の材料を、前記格子間領域内に含み、前記作業面における前記触媒材料の前記体積
含有率は、約７パーセント未満であり、前記ダイヤモンド構造体は、
　前記界面表面で前記ダイヤモンド本体に接合された母材をさらに含み、前記母材は、セ
ラミック材料、金属材料、サーメット材料、これらの組み合わせからなる材料の群から選
択される、ダイヤモンド構造体。
【請求項２３】
　触媒材料の前記体積含有率は、作業面から界面表面に向かって高くなる、請求項２２に
記載のダイヤモンド構造体。
【請求項２４】
　前記ダイヤモンド本体内の追加の材料の体積は、前記界面表面から前記作業面に向かっ
て大きくなる、請求項２２に記載のダイヤモンド構造体材料。
【請求項２５】
　前記追加の材料はカーバイドであり、前記ダイヤモンド本体内のカーバイドの体積は、
約１パーセントから１０パーセントの範囲である、請求項２２に記載のダイヤモンド構造
体。
【請求項２６】
　前記本体は、ダイヤモンドの傾斜体積含有率が約１．５パーセントを超え、前記作業面
での前記ダイヤモンドの粒子サイズおよびダイヤモンドの体積含有率が、以下の基準すな
わち、
　焼結後のダイヤモンドの平均粒子サイズが２～４ミクロンの範囲内であり、ダイヤモン
ドの体積分率が９３％を超えるか、
　焼結後の平均粒子サイズが４～６ミクロンの範囲内であり、ダイヤモンドの体積分率が
９４％を超えるか、
　焼結後の平均粒子サイズが６～８ミクロンの範囲内であり、ダイヤモンドの体積分率が
９５％を超えるか、
　焼結後の平均粒子サイズが８～１０ミクロンの範囲内であり、ダイヤモンドの体積分率
が９５．５％を超えるか、
　焼結後の平均粒子サイズが１０～１２ミクロンの範囲内であり、ダイヤモンドの体積分
率が９６％を超えるか、
のうちの１つを満たす、請求項２２に記載のダイヤモンド構造体。
【請求項２７】
　前記本体は、ダイヤモンドの傾斜体積含有率が約１．５パーセントを超え、前記ダイヤ
モンド本体は、前記作業面でのダイヤモンドの体積含有率が、以下の基準すなわち、
　前記ダイヤモンドの体積分率が（０．９０７７）より高く、（ダイヤモンドの平均粒子
サイズ＾０．０２２１）または
　ダイヤモンドの体積分率が（０．９１８７）より高く、（ダイヤモンドの平均粒子サイ
ズ＾０．０１８３）または
　ダイヤモンドの体積分率が（０．９２９１）より高く、（ダイヤモンドの平均粒子サイ
ズ＾０．０１４８）
のうちの１つに準じ、前記ダイヤモンドの平均粒子サイズは、単位がマイクロメートルで
ある、請求項２２に記載のダイヤモンド構造体。
【請求項２８】
　前記界面表面での前記ダイヤモンドの体積含有率は、９４体積パーセント未満であり、
前記作業面で、それと大きさが同じまたはそれより大きいダイヤモンド粒子から形成され
る、請求項２２に記載のダイヤモンド構造体。
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【請求項２９】
　触媒材料と追加のカーバイドとの比が、前記ダイヤモンド本体内で最適な熱安定性を促
進するようバランスされる、請求項２２に記載のダイヤモンド構造体。
【請求項３０】
　前記追加の材料はカーバイドであり、前記ダイヤモンド本体内での触媒材料とカーバイ
ドとの前記比は、約６：１から１：１０の範囲である、請求項２２に記載のダイヤモンド
構造体。
【請求項３１】
　前記追加の材料はカーバイドであり、前記ダイヤモンド本体内での触媒材料とカーバイ
ドとの前記比は、約３：１から１：６の範囲である、請求項２２に記載のダイヤモンド構
造体。
【請求項３２】
　前記追加の材料はカーバイドであり、前記作業面での触媒材料とカーバイドとの前記比
は、約４：１から１：４の範囲である、請求項２２に記載のダイヤモンド構造体。
【請求項３３】
　本体と、前記本体に作動的に取り付けられた複数の切削要素と、を備える、地下層を掘
削するためのビットであって、前記切削要素の少なくとも１つは、請求項２２に記載のダ
イヤモンド構造体を含む、ビット。
【請求項３４】
　本体と、
　前記本体に作動的に取り付けられた複数の切削要素と、を備える、地下層を掘削するた
めのビットであって、少なくとも１つの切削要素は、多結晶ダイヤモンド構造体を含み、
前記多結晶ダイヤモンド構造体は、
　互いに結合したダイヤモンド結晶のマトリックス相と、前記マトリックス相内の格子間
に分散した複数の分散領域と、を有するダイヤモンド本体を含み、前記ダイヤモンド本体
は、ある位置に作業面、別の位置に界面表面を有し、前記格子間領域内に触媒材料が配置
され、前記触媒材料の体積含有率が、前記本体内で、前記界面表面から前記作業面に向か
って徐々に低くなり、前記ダイヤモンド本体は、カーバイド、ニトリド、ホウ化物、オキ
シド、これらの組み合わせからなる群から選択される追加材料を、前記格子間領域に含み
、前記作業面での前記触媒材料の前記体積含有率は約６パーセント未満であり、前記ビッ
トはさらに、
　前記界面表面で前記ダイヤモンド本体に接合された母材を備え、前記母材は、セラミッ
ク材料、金属材料、サーメット材料、これらの組み合わせからなる群から選択される、ビ
ット。
【請求項３５】
　ダイヤモンドの前記体積含有率は、前記本体内で１．５パーセントを超えて変化する、
請求項３４に記載のビット。
【請求項３６】
　前記体積含有率ダイヤモンドは、前記本体内で２パーセントから６パーセントまで変化
する、請求項３４に記載のビット。
【請求項３７】
　前記本体は、ダイヤモンドの傾斜体積含有率が約１．５パーセントを超え、前記ダイヤ
モンド本体は、前記作業面でのダイヤモンドの体積含有率が、以下の基準すなわち、
　前記ダイヤモンドの体積分率が（０．９０７７）より高く、（ダイヤモンドの平均粒子
サイズ＾０．０２２１）または
　ダイヤモンドの体積分率が（０．９１８７）より高く、（ダイヤモンドの平均粒子サイ
ズ＾０．０１８３）または
　ダイヤモンドの体積分率が（０．９２９１）より高く、（ダイヤモンドの平均粒子サイ
ズ＾０．０１４８）
のうちの１つに準じ、前記ダイヤモンドの平均粒子サイズは、単位がマイクロメートルで
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ある、請求項３４に記載のビット。
【請求項３８】
　前記作業面での前記ダイヤモンドの粒子サイズおよびダイヤモンドの体積含有率は、以
下の基準すなわち、
　焼結後のダイヤモンドの平均粒子サイズが２～４ミクロンの範囲内であり、ダイヤモン
ドの体積分率が９３％を超えるか、
　焼結後の平均粒子サイズが４～６ミクロンの範囲内であり、ダイヤモンドの体積分率が
９４％を超えるか、
　焼結後の平均粒子サイズが６～８ミクロンの範囲内であり、ダイヤモンドの体積分率が
９５％を超えるか、
　焼結後の平均粒子サイズが８～１０ミクロンの範囲内であり、ダイヤモンドの体積分率
が９５．５％を超えるか、
　焼結後の平均粒子サイズが１０～１２ミクロンの範囲内であり、ダイヤモンドの体積分
率が９６％を超えるか、
のうちの１つを満たす、請求項３４に記載のビット。
【請求項３９】
　前記本体の前記作業面に隣接する領域は、前記触媒材料を実質的に含まない、請求項３
４に記載のビット。
【請求項４０】
　前記本体から外方向に突出する多数のブレードを備え、前記切削要素は、前記ブレード
に取り付けられている、請求項３４に記載のビット。
【請求項４１】
　前記本体から外方向に延在する多数の脚と、前記脚に回転可能に装着されたコーンと、
を備え、前記切削要素は、前記コーンに取り付けられている、請求項３４に記載のビット
。
【請求項４２】
　結晶間結合ダイヤモンドのマトリックス相と、前記マトリックス相内に配置された格子
間領域と、を有する焼結されたダイヤモンド本体を形成するために、ひとかたまりのダイ
ヤモンド粒子を、触媒材料の存在下にて、高圧高温条件下におく工程を含み、前記触媒材
料は、前記格子間領域内に配置され、前記触媒材料の体積含有率は、前記本体内で、作業
面から界面表面に向かって徐々に変化し、
　前記高圧高温プロセスは、約６，２００ＭＰａを超える圧力であり、
　前記作業面での前記ダイヤモンドの体積含有率は、約９４パーセントを超える、ダイヤ
モンド構造体を製造するための方法。
【請求項４３】
　前記高圧高温条件下におく工程の前に、前記ダイヤモンド塊を、カーバイド、ニトリド
、ホウ化物、オキシド、これらの組み合わせからなる群から選択される追加の材料と組み
合わせる、請求項４２に記載の方法。
【請求項４４】
　前記追加の材料の前記体積含有率は、前記界面表面から前記作業面に向かって徐々に高
くなる、請求項４３に記載の方法。
【請求項４５】
　前記高圧高温条件下におく工程の前に、前記ダイヤモンド塊を、ひとかたまりの触媒粉
末と混合し、前記触媒粉末の量は、前記作業面から前記界面表面に向かって徐々に変化す
る、請求項４２に記載の方法。
【請求項４６】
　前記ダイヤモンド本体は、体積含有率の差が、約１．５パーセントを超える、請求項４
２に記載の方法。
【請求項４７】
　前記ダイヤモンド本体は、体積含有率の差が、約２から６パーセントの範囲である、請
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求項４６に記載の方法。
【請求項４８】
　前記高圧高温条件下におく工程の前に、前記ダイヤモンド塊を、構成要素として前記触
媒材料を含む母材に隣接して配置し、前記高圧高温条件下におく工程の間に、前記母材を
前記ダイヤモンド本体に取り付ける、請求項４２に記載の方法。
【請求項４９】
　前記高圧高温条件下におく工程の後に、前記本体は、ダイヤモンドの傾斜体積含有率が
約１．５パーセントを超え、前記作業面でのダイヤモンドの粒子サイズおよびダイヤモン
ドの体積含有率は、以下の基準すなわち、
　焼結後のダイヤモンドの平均粒子サイズが２～４ミクロンの範囲内であり、ダイヤモン
ドの体積分率が９３％を超えるか、
　焼結後の平均粒子サイズが４～６ミクロンの範囲内であり、ダイヤモンドの体積分率が
９４％を超えるか、
　焼結後の平均粒子サイズが６～８ミクロンの範囲内であり、ダイヤモンドの体積分率が
９５％を超えるか、
　焼結後の平均粒子サイズが８～１０ミクロンの範囲内であり、ダイヤモンドの体積分率
が９５．５％を超えるか、
　焼結後の平均粒子サイズが１０～１２ミクロンの範囲内であり、ダイヤモンドの体積分
率が９６％を超えるか、
のうちの１つを満たす、請求項４２に記載の方法。
【請求項５０】
　前記高圧高温条件下におく工程の後に、前記本体は、ダイヤモンドの傾斜体積含有率が
約１．５パーセントを超え、前記ダイヤモンド本体は、前記作業面でのダイヤモンドの体
積含有率が、以下の基準すなわち、
　前記ダイヤモンドの体積分率が（０．９０７７）より高く、（ダイヤモンドの平均粒子
サイズ＾０．０２２１）または
　ダイヤモンドの体積分率が（０．９１８７）より高く、（ダイヤモンドの平均粒子サイ
ズ＾０．０１８３）または
　ダイヤモンドの体積分率が（０．９２９１）より高く、（ダイヤモンドの平均粒子サイ
ズ＾０．０１４８）
のうちの１つに準じ、前記ダイヤモンドの平均粒子サイズは、単位がマイクロメートルで
ある、請求項４２に記載の方法。
【請求項５１】
　混合物を形成するために、ひとかたまりのダイヤモンド粒子を、カーバイド材料と組み
合わせる工程であって、前記混合物中のカーバイド材料の体積が、前記構造体の作業面に
なる部分から離れるにつれて変化する、前記工程と、
　母材材料を、前記混合物の作業面以外の表面で、前記混合物に隣接して配置する工程で
あって、前記混合物と母材とがアセンブリを構成する、前記工程と、
　前記アセンブリを高圧高温条件下におく工程と、を含み、前記高圧高温条件下におく工
程の間に、前記ダイヤモンド粒子は、多結晶ダイヤモンド本体を形成するための触媒材料
の存在下で互いに結晶間結合し、前記多結晶ダイヤモンド本体は、前記作業面での触媒含
有率が約６パーセント未満であり、前記高圧高温条件下におく工程の間に、前記母材は、
前記ダイヤモンド本体に取り付けられる、多結晶ダイヤモンド構造体を製造するための方
法。
【請求項５２】
　ダイヤモンド本体は、触媒材料の傾斜体積含有率を有する、請求項５１に記載の方法。
【請求項５３】
　触媒材料の前記体積含有率は、前記作業面から前記母材に向かって高くなる、請求項５
２に記載の方法。
【請求項５４】
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　前記組み合わせる工程の間、前記触媒材料は、前記ひとかたまりのダイヤモンド粒子に
添加される、請求項５１に記載の方法。
【請求項５５】
　前記高圧高温条件下におく工程の間に、前記触媒材料は、前記ダイヤモンド粒子に溶浸
し、体積が前記母材を形成する、請求項５１に記載の方法。
【請求項５６】
　前記ダイヤモンド本体内のカーバイド材料の体積は、約１０から７０パーセントの範囲
である、請求項５１に記載の方法。
【請求項５７】
　前記高圧高温条件下におく工程の間に、前記アセンブリの少なくとも一部を、約６．２
００ＭＰａを超える圧力に曝露する、請求項５１に記載の方法。
【請求項５８】
　前記高圧高温条件下におく工程の間に、前記アセンブリの少なくとも一部を、約６，２
００ＭＰａ未満の圧力に曝露する、請求項５７に記載の方法。
【請求項５９】
　前記高圧高温条件下におく工程の後に、前記本体は、ダイヤモンドの傾斜体積含有率が
約１．５パーセントを超え、前記作業面での前記ダイヤモンドの粒子サイズおよびダイヤ
モンドの体積含有率は、以下の基準すなわち、
　焼結後のダイヤモンドの平均粒子サイズが２～４ミクロンの範囲内であり、ダイヤモン
ドの体積分率が９３％を超えるか、
　焼結後の平均粒子サイズが４～６ミクロンの範囲内であり、ダイヤモンドの体積分率が
９４％を超えるか、
　焼結後の平均粒子サイズが６～８ミクロンの範囲内であり、ダイヤモンドの体積分率が
９５％を超えるか、
　焼結後の平均粒子サイズが８～１０ミクロンの範囲内であり、ダイヤモンドの体積分率
が９５．５％を超えるか、
　焼結後の平均粒子サイズが１０～１２ミクロンの範囲内であり、ダイヤモンドの体積分
率が９６％を超えるか、
のうちの１つを満たす、請求項５１に記載の方法。
【請求項６０】
　前記高圧高温条件下におく工程の後に、前記本体は、ダイヤモンドの傾斜体積含有率が
約１．５パーセントを超え、前記ダイヤモンド本体は、前記作業面でのダイヤモンドの体
積含有率が、以下の基準すなわち、
　前記ダイヤモンドの体積分率が（０．９０７７）より高く、（ダイヤモンドの平均粒子
サイズ＾０．０２２１）または
　ダイヤモンドの体積分率が（０．９１８７）より高く、（ダイヤモンドの平均粒子サイ
ズ＾０．０１８３）または
　ダイヤモンドの体積分率が（０．９２９１）より高く、（ダイヤモンドの平均粒子サイ
ズ＾０．０１４８）
のうちの１つに準じ、前記ダイヤモンドの平均粒子サイズは、単位がマイクロメートルで
ある、請求項５１に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、地下掘削で用いられる多結晶ダイヤモンド構造体に関し、特に、従来の多結
晶ダイヤモンド構造体と比較した場合に、所望の度合いの破壊靭性、衝撃抵抗、耐剥離性
を維持しつつ、耐摩耗性と熱安定性の最適な特性を達成する目的で、触媒／バインダー材
料の傾斜含有量が制御された、工夫して合成された多結晶ダイヤモンド構造体に関する。
【背景技術】
【０００２】
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　従来技術において知られている多結晶ダイヤモンド（ＰＣＤ）材料は、ダイヤモンドの
粒子または結晶と触媒材料とで形成され、高圧高温（ＨＰ／ＨＴ）法で合成される。この
ようなＰＣＤ材料は、耐久性（wear resistance）が高いことで知られており、機械加工
用の切削工具、ならびに地下採鉱および掘削における摩擦掘削（wear）要素および／また
は切削要素などの工業用途で使用される、普及した材料の選択肢のひとつになっている。
そこでは、こうした高レベルの耐久性または耐摩耗性が望まれているのである。このよう
な用途では、従来のＰＣＤ材料は、所望のレベルの耐久性および耐摩耗性を持たせるため
に、表面層の形で準備されてもよいし、材料本体全体の形で準備されてもよい。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　従来、このような用途で用いられるＰＣＤ切削要素は、このような１つまたは２つ以上
の層状のＰＣＤ材料を好適な母材材料との取り付けに適用するか、好適な母材材料に取り
付けるための一固まりのＰＣＤ材料を製造することによって、製造される。従来技術にお
いて知られたＰＣＤ切削要素の例として、母材と、ＰＣＤ表面層または本体と、任意に、
ＰＣＤ表面層または本体と、その下にある母材支持層との間の結合を改善するおよび／ま
たはその間の遷移特性を与えるための１つまたは２つ以上の遷移層または中間層を含んで
もよい。このような切削要素の用途で用いられる母材は、超硬タングステンカーバイド（
ＷＣ－Ｃｏ）などのカーバイドを含む。
【０００４】
　このような従来のＰＣＤ材料は、ダイヤモンド粒子間の結晶間結合を容易にし、ＰＣＤ
材料をその下にある母材および／または遷移層と結合させるために、約１０体積パーセン
トの触媒材料を含む。従来、触媒として用いられている金属は、周期律表のＶＩＩＩ族に
含まれるコバルト、鉄、ニッケル、これらの混合物を含む、触媒である溶媒金属から選択
されることが多い。
【０００５】
　ＰＣＤ材料を形成するのに用いられる触媒材料の量は、得られる焼結ダイヤモンド本体
の靭性と硬度／耐久性という所望の特性のそれぞれで妥協したものである。金属触媒の含
有量が多ければ、一般に得られるＰＣＤ材料の靭性も高まるが、このように金属触媒の含
有量が多いと、ＰＣＤ材料の硬度は低下し、対応する耐久性と耐摩耗性も低下する。また
、ダイヤモンドの体積分率を高めてＰＣＤ材料を形成すると、焼結されたＰＣＤとタング
ステンカーバイドの母材との間で熱的な不整合が大きくなり、これらの材料の界面付近で
の残留応力が大きくなる。この残留応力は、ＰＣＤ構造体内部での亀裂および／または剥
離を促進することがあるため、望ましくない。
【０００６】
　このように、逆方向に作用しあう所望の特性は、結局は、地下掘削装置で用いられる切
削要素および／または摩擦掘削（wear）要素などの特定用途のサービス需要を満たす耐久
性と靭性の両方を所望のレベルで有するＰＣＤ材料を提供できる柔軟性の点で、制約にな
る。また、ＰＣＤ材料の耐久性を高めるように、修正物を選択すると、典型的には脆性も
高くなるため、ＰＣＤ材料の靭性と衝撃抵抗が低くなる。
【０００７】
　特定の用途に用いられるＰＣＤ構造体の別の望ましい特性に、摩擦掘削または切削状況
にある間、熱的に安定していることがある。従来のＰＣＤ材料に存在するのがわかってい
る課題のひとつが、切削および／または摩擦掘削用途で高温にさらされると、熱劣化の影
響を受けやすいことである。この影響されやすさは、ＰＣＤ材料内で格子間間に配置され
る金属触媒の熱膨張特性と、結晶間結合ダイヤモンドの熱膨張特性との間に存在する差分
に起因する。このような示差熱膨張は、４００℃という低い温度から開始することが知ら
れており、ダイヤモンドを結晶間結合するために決定できる熱応力を含んでもよく、最終
的にＰＣＤ構造を破損の影響を受けやすくするクラックの形成につながってもよい。この
ように、上記のような挙動は望ましくない。
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【０００８】
　従来のＰＣＤ材料に存在することが知られている熱劣化のもうひとつの形態は、同じく
ＰＣＤ材料の格子間領域での金属触媒の存在と、触媒である溶媒金属がダイヤモンド結晶
に付着することに関連する熱劣化である。具体的には、触媒である溶媒金属は、温度が高
くなるとダイヤモンドに望ましくない触媒相変化を引き起こす（これを一酸化炭素や二酸
化炭素、グラファイトなどに変換する）ことが知られているため、ＰＣＤ材料が実用的な
のは約７５０℃までに制限される。
【０００９】
　したがって、靭性、衝撃抵抗、耐剥離性という所望の特性を犠牲にすることなく、従来
のＰＣＤ材料と比較した場合に、複雑な摩擦掘削（wear）環境で使用するための、耐久性
および耐摩耗性、低い残留応力、熱安定性という、改善され最適化された特性の組み合わ
せを備え、これら特性の組み合わせを所望の最終用途に適したものにしたＰＣＤ材料が開
発されることが望ましい。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本明細書に開示のダイヤモンド結合構造体は、結晶間結合ダイヤモンドのマトリックス
相と、結合ダイヤモンド間に分散した複数の格子間領域と、を有するダイヤモンド本体を
含む。ダイヤモンド本体ある位置における作業面と、別の位置に配置された界面表面とを
有する。本体は、ダイヤモンドは結合成形構造体を形成するために、金属製の母材に取り
付けられていてもよい。このようなダイヤモンド結合構造体の特徴のひとつは、ダイヤモ
ンド本体が、本発明を使用しない場合に従来のダイヤモンド結合構造体に固有に存在する
より高いダイヤモンドの傾斜体積含有率を有することである。一実施態様では、ダイヤモ
ンドの傾斜体積含有率は、約１．５パーセントを超える。一実施態様では、界面表面での
ダイヤモンドの体積含有率は９４パーセント未満であり、作業面に近づくにつれて高くな
る。
【００１１】
　一実施態様では、ダイヤモンド本体は、ＨＰＨＴプロセスでダイヤモンド結合構造体を
形成するのに用いられる触媒材料を実質的に含まない領域を含んでもよい。この触媒材料
を実質的に含まない領域は、作業面から部分的な奥行きで延在してもよく、この領域の正
確な奥行きは、最終用途に応じて異なっていてもよく、最終用途に応じて変わることにな
る。
【００１２】
　本明細書に開示のダイヤモンド結合構造体の別の特徴は、ダイヤモンド本体が、格子間
領域間に配置された触媒材料を含むことにある。一実施態様では、触媒材料の体積含有率
は、たとえば、ダイヤモンド本体内での位置によって徐々に変化する。一実施態様では、
触媒材料の体積含有率は、本体の作業面から界面表面に向かうにつれて高くなる。ダイヤ
モンド本体は、ダイヤモンド本体内での位置によって体積含有率が変化してもよい追加の
材料を含んでもよい。一実施態様では、追加の材料の体積含有率は、ダイヤモンド本体内
での触媒および／またはダイヤモンドの体積含有率の望ましい変化を生じさせてもよい。
【００１３】
　本明細書に開示のダイヤモンド結合構造体は、たとえば、６，２００ＭＰａから１０，
０００ＭＰａなどの高圧ＨＰＨＴ処理によって形成されてもよい。このように形成される
ダイヤモンド構造体は、ダイヤモンドの体積分率ｖ．平均粒子サイズの関係が、使用され
る高圧の点で特徴的なものであり、このように形成されたダイヤモンド結合構造体を、従
来の圧力ＨＰＨＴプロセスで焼結された従来のダイヤモンド結合構造体と識別および区別
するよう動作する。一実施態様では、高圧ＨＰＨＴプロセスで形成されるダイヤモンド結
合構造体は、作業面でのダイヤモンドの体積含有率が、以下の基準のうちの１つに準じる
ものであってもよい。すなわち、前記ダイヤモンドの体積分率が（０．９０７７）より高
く（ダイヤモンドの平均粒子サイズ＾０．０２２１）、またはダイヤモンドの体積分率が
（０．９１８７）より高く（ダイヤモンドの平均粒子サイズ＾０．０１８３）、またはダ
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イヤモンドの体積分率が（０．９２９１）より高い（ダイヤモンドの平均粒子サイズ＾０
．０１４８）。
【００１４】
　もうひとつの実施態様では、作業面でのダイヤモンドの粒子サイズおよびダイヤモンド
の体積含有率は、以下の基準すなわち、焼結後のダイヤモンドの平均粒子サイズが２～４
ミクロンの範囲内であり、ダイヤモンドの体積分率が９３％を超えるか、焼結後の平均粒
子サイズが４～６ミクロンの範囲内であり、ダイヤモンドの体積分率が９４％を超えるか
、焼結後の平均粒子サイズが６～８ミクロンの範囲内であり、ダイヤモンドの体積分率が
９５％を超えるか、焼結後の平均粒子サイズが８～１０ミクロンの範囲内であり、ダイヤ
モンドの体積分率が９５．５％を超えるか、焼結後の平均粒子サイズが１０～１２ミクロ
ンの範囲内であり、ダイヤモンドの体積分率が９６％を超えるか、
のうちの１つを満たしてもよい。
【００１５】
　ダイヤモンド結合構造体およびこれを含む成形体は、地下層を掘削するためのビットの
切削要素として用いられてもよい。切削要素は、固定ブレードカッターの１つまたは２つ
以上のブレードで用いられるシャーカッターの形で提供されてもよいし、ロータリーコー
ンビットまたはロックビットに回転可能に装着された１つまたは２つ以上のコーンで用い
られる切削インサートの形で提供されてもよい。
【００１６】
　本明細書に開示するようなダイヤモンド結合構造体は、靭性、衝撃抵抗、耐剥離性とい
う所望の特性を犠牲にすることなく、従来のＰＣＤ材料と比較した場合に、複雑な摩擦掘
削（wear）環境で使用される、耐久性および耐摩耗性、低い残留応力、熱安定性の、改善
され、最適化された特性を兼ね備え、これらを所望の最終用途に適したものとするよう操
作される。
【００１７】
　本発明の上記および他の特徴ならびに利点は、これが明細書、特許請求の範囲、図面を
参照して一層よく理解されるにつれて、自明になるであろう。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】本発明によって準備されるＰＣＤ材料の一領域の断面図である。
【図２】異なるＨＰＨＴ処理条件でのダイヤモンドの体積分率とダイヤモンドの粒子サイ
ズとの関係を示すグラフである。
【図３】母材に接合された、図１のＰＣＤ材料を含む、ＰＣＤ本体を有する一実施態様の
ＰＣＤ構造体の斜視側面図である。
【図４】図３のＰＣＤ構造体の断面側面図である。
【図５】切削インサートの形で実現されるＰＣＤ構造体の斜視側面図である。
【図６】図５の切削インサートを多数有するローラーコーンドリルビットの斜視側面図で
ある。
【図７】図５の切削インサートを多数有するパーカッションまたはハンマービットの斜視
側面図である。
【図８】シャーカッターの形で実現されるＰＣＤ構造体の斜視図である。
【図９】図８のシャーカッターを多数有するドラッグビットの斜視側面図である。
【図１０】ダイヤモンド圧力ｖｓ．温度相図での従来の焼結圧と高焼結圧を示すグラフで
ある。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
　本明細書で使用する場合、多結晶ダイヤモンドという用語は、その省略表記「ＰＣＤ」
とともに、本明細書では、個々のダイヤモンド結晶または粒子を、触媒材料の存在下で、
隣接するダイヤモンド結晶間に結晶結合を生じさせてダイヤモンド結晶同士の結合網また
は結合マトリックス相を形成できるだけの高圧高温（ＨＰＨＴ）条件下において製造され
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る材料をいうのに用いられる。また、ＰＣＤは、互いに結合したダイヤモンド粒子の格子
間に入る形でマトリックス相内に分散された、複数の領域を含む。
【００２０】
　本明細書に開示されるようなＰＣＤ構造体は、多結晶ダイヤモンド本体を含む。この多
結晶ダイヤモンド本体では、触媒である溶媒金属（たとえばコバルトなど）の体積含有率
が、本体の作業面から離れて本体に取り付けられた母材に近づくにつれて、本体内で徐々
に高くなる。また、ＰＣＤ本体は、追加の格子間材料をさらに含んでもよい。この格子間
材料は、カーバイドであってもよい。本体内で触媒材料の望ましい勾配分布を達成するに
は、触媒材料自体の含有量を制御する、含まれる触媒材料を置換して溶浸を制御する目的
で本体に追加の材料を使用する、あるいは、触媒材料の含有量の変更と追加の材料の使用
とを組み合わせればよい。このようなＰＣＤ構造体は、たとえば触媒材料の含有量が比較
的一定である従来のＰＣＤ構造体と比較すると、耐摩耗性、熱安定性、破壊靭性、耐剥離
性といった特性を最適な状態で兼ね備えている。本明細書に開示するＰＣＤ構造体は、従
来のＰＣＤの形成に用いるよりも高圧で全体または一部が形成され、それによってダイヤ
モンドの体積分率が高く望まれたＰＣＤ材料または領域を形成したＰＣＤを特徴としても
よい。
【００２１】
　図１は、ＨＰＨＴプロセスで形成／焼結される、本明細書に開示するようなＰＣＤ構造
体の形成に用いられる、ＰＣＤ１０の一領域を示す。ＰＣＤ材料は、結晶間ダイヤモンド
のマトリックス相を含む材料微細構造を有するが、そのマトリックス相は、複数の互いに
結合した隣接するダイヤモンド粒子１２と、互いに結合した隣接するダイヤモンド粒子間
に配置される複数の格子間領域１４とで構成される。触媒材料は、格子間領域内に配置さ
れ、ＨＰＨＴプロセスの間に生じるダイヤモンド同士の結合を容易にするために用いられ
る。詳細については後述するように、ＰＣＤ本体内での位置に応じて、格子間領域は、触
媒材料を所望の含有量にする一助として、所望の量の追加の材料（たとえば、カーバイド
材料など）を含有してもよい。
【００２２】
　ダイヤモンド同士の結合を容易にするために用いられる触媒材料は一般に、２通りの方
法で準備できる。具体的には、焼結前にひとかたまりのダイヤモンド粒子と混合されるか
、そうでなければこのような粒子と一緒に存在する、材料粉末の形で準備されてもよいし
、ＨＰＨＴ処理の間に、隣接する材料からひとかたまりのダイヤモンド粒子に溶浸して準
備されてもよい。この隣接する材料は、たとえば、所望のＰＣＤ構造体を形成すべくＰＣ
Ｄ本体との結合に用いられる、触媒材料を含む母材材料などである。
【００２３】
　本発明のＰＣＤ材料を形成するのに用いられるダイヤモンド粒子は、合成であっても天
然であってもよい。ＰＣＤ材料中に残る触媒材料の量に対する制御の度合いを改善する必
要があるなどの特定の用途では、天然のダイヤモンド粒子を用いると望ましいことがある
。これは、天然のダイヤモンド粒子には、ダイヤモンドの結晶自体に触媒材料が内包され
ていないためである。本発明によるＰＣＤ材料の製造に用いられるダイヤモンドの粒子サ
イズは、個々の最終用途に応じて異なってもよく、最終用途に応じて変わることになる。
このサイズは、平均粒度がほぼ同一のダイヤモンド粒子の単峰分布からなるものであって
もよいし、異なる平均粒度で異なる塊のダイヤモンド粒子の多峰分布（二項分布、三項分
布、四項分布、五項分布または対数正規分布）からなるものであってもよい。また、ＨＰ
ＨＴの処理圧力が、特定のダイヤモンド体積分率のＰＣＤ材料を形成するのに用いられる
ダイヤモンドの粒子のサイズに影響することもある。
【００２４】
　ＰＣＤ材料または本体を形成するのに有用なダイヤモンド粒子は、平均直径の粒子サイ
ズが、１マイクロメートル未満の大きさから１００マイクロメートルの範囲、一層好まし
くは、約１～８０マイクロメートルの範囲にある、天然および／または合成のダイヤモン
ド粉末を含んでもよい。このダイヤモンド粉末は、サイズの分布が単峰分布または多峰分



(13) JP 2017-141507 A 2017.8.17

10

20

30

40

50

布である粒子群を含んでもよい。一実施態様では、ダイヤモンド粉末は、平均粒度（粒子
の大きさ）が約２０マイクロメートルである。粒子のサイズの異なるダイヤモンド粉末を
用いる場合、ボールミルまたは磨砕機での粉砕などの従来のプロセスによって、均一かつ
良好な分布を得るのに必要な時間、ダイヤモンド粒子を混合する。
【００２５】
　ダイヤモンドの粒子粉末は、高温処理による粉末の焼結性を高めるために、真空中また
は減圧下で洗浄されると好ましい。このダイヤモンド粉末混合物は、好適なＨＰＨＴ圧縮
・焼結装置への設置用の所望の容器に投入される。
【００２６】
　ＨＰＨＴプロセスでのダイヤモンド結合を容易にするために、ダイヤモンド粉末を後述
するものなどの粉末状の所望の触媒材料（触媒である溶媒金属など）と組み合わせてもよ
いおよび／または触媒材料を、ダイヤモンド粉末と隣接して配置されて触媒材料を含む母
材からの溶浸によって、準備してもよい。触媒材料の溶浸源として有用である、好適な母
材は、従来のＰＣＤ材料の形成に用いられるものを含んでもよく、粉末状、未焼結状態お
よび／またはすでに焼結した形態で準備されてもよい。このような母材の特徴のひとつと
して、金属溶媒触媒を含むことがあげられる。この金属溶媒触媒は、ダイヤモンド粒子同
士の結合を容易にするために、ＨＰＨＴプロセスの際に、溶融して、隣接するひとかたま
りのダイヤモンド粉末に溶浸できる。一実施態様では、触媒材料はコバルト（Ｃｏ）であ
り、これを得るのに有用な母材は、ＷＣ－Ｃｏなどのコバルト含有母材である。
【００２７】
　望ましければ、ダイヤモンド混合物は、コンフォーマブルな材料製品を提供するための
結合剤と併用されるひとかたまりのダイヤモンド粉末を含む未焼結状部品の形態で準備さ
れてもよい。コンフォーマブルな材料製品は、たとえば、製造プロセスを容易にするため
のダイヤモンドテープまたは他の成形可能／コンフォーマブルなダイヤモンド混合物製品
の形態があげられる。このような未焼結状部品の形態でダイヤモンド粉末を準備する場合
、ＨＰＨＴ圧縮・焼結の前に予熱工程を行って、バインダー材料を蒸発させておくと望ま
しい。未焼結状部品は、触媒材料を含んでも含まなくてもよい。
【００２８】
　ダイヤモンド粒子に加えて、ＨＰＨＴプロセスの間に、ダイヤモンド塊内での触媒材料
の有無、溶浸および／または移行を相殺および制御して、本体内で所望の触媒材料分布を
達成できる追加の材料を加えると望ましいことがある。追加の材料の例として、カーバイ
ド、ニトリド、ホウ化物、オキシド、これらの組み合わせを含む群から選択されるものが
あげられる。このような追加の材料をさらに、周期律表のＩＶａ族の金属（Ｔｉ、Ｚｒ、
Ｈｆなど）やＶａ族の金属（Ｖ、Ｎｂ、Ｔａなど）、ＶＩａ族の金属（Ｃｒ、Ｍｏ、Ｗな
ど）と組み合わせてもよい。一実施態様では、望ましい追加の材料が、カーバイドである
。
【００２９】
　一実施態様では、追加の材料を、その材料で形成される焼結後のダイヤモンド本体の作
業面になる側から材料の体積が変化するように、ダイヤモンド塊と組み合わせる。一実施
態様では、ダイヤモンド塊混合物内の追加の材料の体積は、作業面で最大であり、そこか
ら離れるにつれて小さくなる。別の材料の体積は、触媒材料の体積含有率に逆勾配の変化
が生じるように、ダイヤモンド本体内で徐々に変化すると好ましい。
【００３０】
　ダイヤモンドのわずかな体積は、ＷＣ－Ｃｏ母材を用いて焼結されるＰＣＤ構造体に固
有であることを理解されたい。このようなダイヤモンドの固有の体積傾斜は、約１．５体
積％以下であることが観察されており、作業面側で体積分率が高くて界面側で体積分率が
低く、作業面と界面との間は連続勾配になっている。ダイヤモンドには、もともとこうし
た体積分率の差が存在する。これは、母材があると焼結に制約が生じ、材料が自由に収縮
できないのに対し、作業面では何らそのような制約がないことが理由である。こうした収
縮の差により、界面領域付近で相対的に空隙が増える。この空隙に、溶浸されたコバルト
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が充填され、ある程度はタングステンカーバイドも充填される。本明細書に開示のＰＣＤ
材料および構造体は特に、ダイヤモンドの体積傾斜が、ＰＣＤ合成に固有の上述した量を
超えて増大または増加するように作製されている。
【００３１】
　従来のＰＣＤ製品（Ｄ２１およびＤ３１で表示）におけるダイヤモンド、コバルト、タ
ングステンカーバイドの本来すなわち固有の勾配を、以下の表１に示す。これらのＰＣＤ
製品はどちらも、平均粒度が約１２ミクロンの粉末を用いて製造された。組成傾斜は、Ｐ
ＣＤのかさ密度測定値で較正したエネルギー分散分光法（ＥＤＳ）で求めた。この組成傾
斜を、既知の密度（それぞれ、３．５１、８．８５、１５．７ｇｍ／ｃｃ）のダイヤモン
ド相、コバルト相、タングステンカーバイド相を用いる標準的な冶金技術を使用して、体
積分率に変換した。この体積分率の傾斜の特徴を示すための別の方法に、走査電子顕微鏡
法（ＳＥＭ）を用いる画像解析がある。ただし、この画像解析では、電子線の帯電などの
作用とコントラストバイアスを最小限に抑えつつ、所望の相の画像を正確に撮像するため
に、画像の収集および分析に細心の注意を払わなければならない。
【００３２】

【００３３】
　ＰＣＤ材料の製造方法に戻ると、ダイヤモンド塊と追加の材料との組み合わせは、粉末
形態で、粉末の集まりとして準備されてもよいし、未焼結状態の塊または密集した形態（
たとえば、テープとしての形態）で準備されてもよい。後者の場合、粉末の作用剤を所望
の配置で保つための結合剤を含む。上述したように、結合したダイヤモンド塊が触媒材料
を含んでもよいし、触媒材料のほうが、ＨＰＨＴプロセスの際に母材からの溶浸によって
準備されてもよい。
【００３４】
　ダイヤモンド粉末混合物または未焼結状の部分は、好適なＨＰＨＴ圧縮・焼結装置内で
の設置用の所望の容器に投入される。ＨＰＨＴ装置は、容器をダイヤモンド粉末の圧縮・
焼結に望ましいＨＰＨＴ条件にするように起動される。一実施態様では、装置は、あらか
じめ定められた時間、圧力５，０００ＭＰａ以上、温度約１，３５０℃から１，５００℃
で、容器に対してＨＰＨＴプロセスがなされるように制御される。この圧力と温度で、触
媒材料は溶融し、ダイヤモンド粉末混合物に溶浸する。こうして、ダイヤモンド粒子が焼
結され、ＰＣＤが形成される。
【００３５】
　ＰＣＤを形成するのに従来用いられている標準的なＨＰＨＴ圧力条件は、コールドセル
内圧で、約５，０００から６，２００ＭＰａの範囲である（マンガニン抵抗法によって測
定され、ビスマスおよびイッテルビウムの遷移を用いて較正された、業界では知られた技
術である）。一実施形態では、ダイヤモンド含有率の高いＰＣＤ本体が提供される。ダイ
ヤモンド含有率の高いＰＣＤは、ダイヤモンド体積分率の高いＰＣＤであることを特徴と
するものであってもよい。ダイヤモンド体積分率とは、ダイヤモンドの体積と、対象とな
るＰＣＤ領域（すなわち、ＰＣＤ本体の一部（たとえば、第１の領域または第２の領域な
ど）またはＰＣＤ本体全体）の総体積との比をいう。また、ダイヤモンド含有率の高さは
、ＰＣＤ試料の見かけの多孔性と、浸出重量損失とを特徴とするものであってもよい。
【００３６】
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　一実施形態では、たとえば図１０に示すように、常圧よりも高い圧力でのＨＰＨＴ焼結
によって、ダイヤモンド含有率の高いＰＣＤを形成する。図１０は、ＰＣＤ（線「Ａ」で
示す、従来技術において知られたようなもの）とダイヤモンド含有率の高いＰＣＤ（線「
Ｂ」として示す、本開示の実施形態によるもの）を作製するのに用いられる圧力および温
度の図を示す。同図には、図を４つの象限に分割する２本の線を含む。平行に近いほうの
線が、ダイヤモンド／グラファイト平衡線であり、これはBerman-Simon線として当業者ら
に周知である。ダイヤモンドは、この線より上の圧力で熱力学的に安定している。垂直に
近いほうの線は、Fieldが著した周知の参考書である、Properties of Diamond, Academic
 Press, 1979の図１６．７から援用したＣｏ－Ｃ共融線である。この線より右側の温度で
、コバルトは液体状であり、左側の温度で、固体状である。業界の慣用で、ダイヤモンド
は、ダイヤモンド／グラファイト線の上、コバルト線の右にあたる、右上の象限で形成さ
れる。
【００３７】
　線「Ａ」で示されるように、ＰＣＤを作製するのに用いられる標準的なＨＰＨＴ圧力は
、約４，６００から５，５００ＭＰａ（メガパスカル）の範囲のコールド（室温）セル内
圧である（マンガニン抵抗法によって測定され、ビスマスおよびイッテルビウムの遷移を
用いて較正された、業界で知られた技術である）。この圧力の範囲は、温度がコバルト線
を越えて上昇すると、セル材料の熱膨張がゆえに、約５，５００から６，２００ＭＰａに
なる。温度がセル圧に対しておよぼす影響は、金の融点などの業界で知られた技術を用い
て評価できる。圧力の下限は、相図のダイヤモンド／グラファイト線によって決まる。
【００３８】
　ダイヤモンドの体積含有率が高いＰＣＤ材料の場合、最適な摩耗特性を得るには、温度
がコバルト／炭素共融線をこえて上昇する際、ＨＰＨＴ処理圧を線「Ｂ」で示す６，２０
０ＭＰａ以上、たとえば約６，２００から１０，０００ＭＰａの範囲で用いると望ましい
ことがある。代表的な実施形態では、（高温での）圧力は約６，２００から７，２００Ｍ
Ｐａの範囲である。さまざまな実施形態では、（高温での）セル圧は、６，２００ＭＰａ
を超えてもよく、たとえば、６，２００ＭＰａを超えて８，０００ＭＰａまでの範囲また
は８，０００ＭＰａから１０，０００ＭＰａの範囲、たとえば、６，２５０ＭＰａ、７，
０００ＭＰａ、７，５００ＭＰａ、８，０００ＭＰａ、８，５００ＭＰａ、９，０００Ｍ
Ｐａまたは９，５００ＭＰａであってもよい。標準的なＨＰＨＴ焼結と、これよりも高圧
でのＨＰＨＴ焼結の両方で用いる温度は、先に開示したように同様であるが、使用する圧
力を高くすると、必要に応じて、なおかつカプセルの材料と設計の点で可能であれば、さ
らに温度を上げることもできる。
【００３９】
　４種類のダイヤモンド粉末混合物を含むＰＣＤ試料を、以下の３とおりの圧力で焼結し
た（油圧での流体圧力１０．２ｋｓｉ、１１ｋｓｉ、１２ｋｓｉ）（これは、コールドセ
ル内圧５．４ＧＰａ、５．８ＧＰａ、６．２ＧＰａならびに、ホットセル内圧６．２ＧＰ
ａ、６．７ＧＰａ、７．１ＧＰａと相関する）。これらの試料を、「密度」法で試験し、
試料のダイヤモンド体積分率を求めて比較した。
【００４０】
　「密度」による第３の方法では、ＰＣＤ試料のダイヤモンド体積分率を計算する。この
方法ではＰＣＤ試料の浸出を必要としない。代わりに、試料のかさ密度を測定し、金属成
分とダイヤモンドとの比を測定して、これらの成分の体積分率を求める。この方法は、分
析的な方法で成分の質量分率を求めることを含む。バインダーの組成を判断するには、エ
ネルギー分散分光（ＥＤＳ）、波長分散型Ｘ線分析（ＷＤＳ）、Ｘ線蛍光（ＸＲＦ）、誘
導結合プラズマ（ＩＣＰ）または湿式化学技術をはじめとする多くの技術のうちの１つを
使用すればよい。走査型電子顕微鏡で頻繁に用いられることが多いため、ＥＤＳは一般に
、ＰＣＤ標本の定量的評価に用いられる。しかしながら、ＥＤＳでは、大変な労力をかけ
ないかぎり、正確に炭素などの原子数の小さな元素を正確に求められないこともあり、Ｐ
ＣＤなどの材料では問題が生じる。このような既知の制約があるにもかかわらず、バイン
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るかぎり相応に組成を決定できるかもしれない。
【００４１】
　分析方法が十分に較正されているか否かを判断するために、既知の超硬合金試料を分析
する必要がある。コバルトの元素組成が０．５％以内で、タングステンの元素組成が１．
５％以内（すなわち、ＷＣ－１３ｗｔ％Ｃｏが、コバルト１２．５～１３．５ｗｔ％、タ
ングステン８０．１～８３．１ｗｔ％になる）であれば、十分な精度が得られる。ＥＢＳ
Ｄ試料の調製について後述する方法と同様に、ダイヤモンド含有研磨面（たとえば、砥石
車など）で試料を磨いて鏡面仕上げすると、ＰＣＤ試料に対する一層信頼性の高いＥＤＳ
の結果が得られる。一般に、サンプリング領域を最大にするには、低倍率である１０～１
００倍が用いられる。さまざまな作動距離と加速電圧を使用できるが、作動距離１０～１
１ｍｍ、加速電圧２０キロボルトで許容できる結果が得られている。試料を分析する際、
不感時間２５～３５％で、３０～６０秒間のライブでの収集時間を、合計時間に含める必
要がある。ＥＤＳ実測質量分率を使用して、定数ｋの値を求めてもよい（以下の式１参照
）。この定数ｋをＰＣＤ本体の実測密度（上記ρＳ）と一緒に用いて、ダイヤモンド、触
媒、金属カーバイドの計算上の質量分率が求められる（以下の式２から４を参照）。その
後、計算上の質量分率から、ダイヤモンド、触媒、金属カーバイドの計算上の体積分率が
求められる（以下の式５から７参照）。
ｋ＝ｍ触媒／ｍ金属カーハ゛イト゛　（式１）
式中、
ｍ触媒は、ＥＤＸ分光法で求められる質量分率である
ｍ金属カーハ゛イト゛は、ＥＤＸ分光法で求められる金属カーバイド中の金属成分の質量
分率である
【００４２】
　たとえば、触媒材料がコバルトで、金属カーバイドがタングステンカーバイドである場
合、以下の式を用いて、ＰＣＤ本体中のダイヤモンド（ｍｄｉａ）、コバルト（ｍｃｏ）
、タングステンカーバイド（ｍｗｃ）の質量分率を計算できる。
【００４３】

式中、
ρdia＝３．５１ｇｍ／ｃｃ
ρco＝８．８５ｇｍ／ｃｃ
ρwc＝１５．７ｇｍ　ｃｃ
ρ＝ＰＣＤ試料の実測密度である
　計算上の質量分率から、以下の式を用いて、ＰＣＤ本体中のダイヤモンド（ｖdia）、
コバルト（ｖco）、タングステンカーバイド（ｖwc）の体積分率を計算できる。
【００４４】
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【００４５】
　コバルト以外の触媒材料と、タングステンカーバイド以外の金属カーバイドを用いる場
合も同様にして、質量分率および体積分率を求めることができ、かなりの量の別の材料が
存在するのであれば、上記の式を適宜変更してもよいことは、当業者であれば自明であろ
う。
【００４６】
　密度法で得られるＰＣＤ試料の測定値を表２に示す。

【００４７】
　このデータを、ダイヤモンドの体積分率と焼結後の平均粒子サイズを示す図２にもプロ
ットする。図２に示すように、ダイヤモンドの体積分率と平均粒子サイズとの関係は、３
通りの焼結圧力で同じ傾向に沿っていた。このデータにカーブフィットを適用し、得られ
た式を、各焼結圧力についての図に示す。図２は、ダイヤモンドの体積分率が、ＰＣＤ試
料の平均粒子サイズに左右されることを示す。ダイヤモンドの体積分率は、（上向きの勾
配で示されるように）平均粒子サイズとともに増加する。特定の焼結圧力について、平均
粒子サイズを大きくすると、ダイヤモンドの体積分率の増加につながる。この結果は、上
述したように、粗めのダイヤモンド粒子が破砕されることによるものと思われる。
【００４８】
　また、特定の粒子の大きさで、焼結圧力を高めるとダイヤモンドの体積分率の増加につ
ながった。これは、圧力が高くなり、ダイヤモンド粒子がさらに圧縮されて焼結されたダ
イヤモンド結晶間の空隙が小さくなり、ダイヤモンドの密度が高まったことによるもので
ある。
【００４９】
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　図２で１０．２ｋｓｉのデータにカーブフィットすると、高い焼結圧と標準的な焼結圧
との境界が識別される。このように、試料の平均粒子サイズとダイヤモンドの体積分率と
を測定すれば、高い焼結圧で焼結されたＰＣＤ試料を識別できる。特定の粒子の大きさに
ついて、ダイヤモンドの体積分率が１０．２ｋｓｉの線を越える場合、その試料は、標準
的な焼結圧より高い圧力で焼結されたものである。ダイヤモンドの体積分率が１０．２ｋ
ｓｉの線より下にあれば、その試料は標準的な圧力で焼結されたものである。
【００５０】
　したがって、常圧よりも高い圧力での焼結によって形成される、ダイヤモンド含有率の
高いＰＣＤを、以下のようにして識別できる（平均粒子サイズの単位はミクロンである）
。
　ダイヤモンドの体積分率が（０．９０７７）より高く、（平均粒子サイズ＾０．０２２
１）のＰＣＤまたは
　ダイヤモンドの体積分率が（０．９１８７）より高く、（平均粒子サイズ＾０．０１８
３）のＰＣＤまたは
　ダイヤモンドの体積分率が（０．９２９１）より高く、（平均粒子サイズ＾０．０１４
８）のＰＣＤ
　ダイヤモンドの体積分率が、以下の値のうちの１つより高く、対応する範囲内の平均粒
子サイズより大きいＰＣＤ

【００５１】
　図２に示す関係に基づくと、一実施態様では、ダイヤモンド含有量の多いＰＣＤ試料は
、焼結後の平均粒子サイズが２～４ミクロンの範囲内でダイヤモンド体積分率が９３％を
超えるか、焼結後の平均粒子サイズが４～６ミクロンの範囲内でダイヤモンド体積分率が
９４％を超えるか、焼結後の平均粒子サイズが６～８ミクロンの範囲内でダイヤモンド体
積分率が９５％を超えるか、焼結後の平均粒子サイズが８～１０ミクロンの範囲内でダイ
ヤモンド体積分率が９５．５％を超えるか、焼結後の平均粒子サイズが１０～１２ミクロ
ンの範囲内でダイヤモンド体積分率が９６％を超えるものを含む。
【００５２】
　図２に示すように、ダイヤモンド粉末混合物が粗く、見かけ上の粒子サイズが大きいほ
ど、金属含有量の少ないＰＣＤ本体になった。これはおそらく、ＨＰＨＴ焼結時に、粗め
のダイヤモンド結晶が破砕されることによるものである。細かいダイヤモンド結晶のほう
が、大きめのダイヤモンド結晶より破砕に対する耐性が高い。大きめのダイヤモンド結晶
は、圧力下で破砕・再配列し、一層効果的に結晶間の空間内に圧密されていき、母材から
の金属が入り込む空間をあまり残さない。このように、ダイヤモンド粉末混合物の平均粒
子サイズを粗くすることで、金属含有量の少ないＰＣＤ層を得られることがある。
【００５３】
　ＰＣＤ試料の焼結後の平均粒子サイズは、電子後方散乱回折（ＥＢＳＤ）技術によって
、以下のようにして測定できる。好適な表面は、標準的な金属組織学的手法を用いてＰＣ
Ｄ試料をマウントおよび表面加工し、その後、市販の高速研磨装置（Coborn Engineering
 Company Limited, Romford, Essex, UKを通じて入手可能）と接触させて鏡面を生成する
ことによって、調製される。ＥＢＳＤデータは、方向性のある電子ビーム（EDAX TSL, Dr
aper, Utah, USAを通じて入手可能）の局所的な回折によって粒子方位を判断するよう適
宜装備しされた走査型電子顕微鏡で収集される。倍率は、１回の画像解析に１０００個よ
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り多い粒子が含まれるように選択され、これは通常、調べた粒子サイズでは５００倍から
１０００倍であった。本発明者らによる試験の際、他の条件は以下の通りとした。電圧＝
２０ｋＶ、スポットサイズ＝５、作動距離＝１０～１５ｍｍ、ティルト＝７０°、走査ス
テップ＝０．５～０．８ミクロン。収集したデータを、ピクセル間結晶方位差＝２°で分
析して、粒子サイズ分析を行う。上記の条件に従って求められる規定粒子面積は、円相当
径を用いる方法で大きさが特定される。これは、数学的にはＧＳ＝（４Α／π）１／２と
定義される。式中、ＧＳは粒子サイズ、Ａは粒子面積である。この分析によって、上述し
た焼結後のＰＣＤ試料各々の平均粒子サイズが得られた。
【００５４】
　このように、本明細書に開示のＰＣＤ材料および構造体は、ダイヤモンド塊に対して、
上述した従来の処理圧力よりも高圧でのＨＰＨＴプロセスをほどこして形成できることを
、理解されたい。また、本明細書に開示するようなＰＣＤ材料は、標準的な圧力または標
準的な圧力より高圧でなされる単一のＨＰＨＴプロセスだけを用いて形成されてもよいし
、異なるＨＰＨＴ圧力条件で形成される２つまたは３つ以上の領域を含んでもよい。たと
えば、一例としてのＰＣＤ材料は、標準的な圧力より高い圧力でのＨＰＨＴプロセスによ
って形成される、作業面から奥に延在する領域と、標準的な圧力でのＨＰＨＴプロセスに
よって形成される、母材界面表面から延在する領域とを含んでもよい。特定の粒子サイズ
についてみると、これらの領域で上記のようなＨＰＨＴ処理に差があることで、作業面で
のダイヤモンドの体積分率が高くなる（これは最も必要とされる）一方で、母材との熱係
数の不整合を最小限に抑えて不要な残留応力を減らせるよう、母材界面付近でのダイヤモ
ンドの体積分率は比較的低い。
【００５５】
　一実施態様では、作業面での触媒材料の体積含有率を所望の低い値にし、ＰＣＤ材料中
、所望の勾配で触媒材料の体積が変化するように、ダイヤモンド塊に含まれる別の材料が
ＰＣＤ材料中の触媒材料の含有量および／または分布を制御するよう作用する。ＨＰＨＴ
プロセスの際に、たとえば触媒材料の供給源として母材を用いる場合、この母材は、ＨＰ
ＨＴプロセスの間はＰＣＤ材料または本体に取り付けられる。ＨＰＨＴプロセスの終了後
、ＨＰＨＴ装置から容器を取り出し、このようにして形成されたＰＣＤ材料を容器から取
り出す。
【００５６】
　本明細書に開示するようなＰＣＤ構造体は、触媒材料の体積含有率が徐々に変化するよ
う空間的に操作される。触媒材料の体積含有率は、ＰＣＤ本体の作業面で最も低く、それ
がゆえに、作業面で高い耐摩耗性と熱安定性の特性が得られる。作業面は、こうした特性
が最も必要とされる部分である。母材に向かって触媒材料の体積含有率が高くなることに
よって、作業面下のＰＣＤ本体内で、破壊靭性および衝撃強さの所望の特性も得られる。
また、母材界面で触媒材料の体積含有率が高くなると、母材とＰＣＤ本体との間に強力な
結合を存在させやすくなり、これによって、不要な剥離に対する耐性が改善される。さら
に、界面でのダイヤモンド含有量が少なくなることで、固有の残留応力が小さくなり、Ｐ
ＣＤ剥離の危険性がさらに低減される。
【００５７】
　ダイヤモンド含有量の勾配は、あらかじめブレンドされた溶媒触媒を作業面から界面に
向かって連続的に増やすこと、上述したようなダイヤモンドおよび溶媒触媒相以外に、別
の固相材料を加えること、あるいは、この２つの組み合わせによって、導入できる。溶媒
触媒法は、タングステンカーバイド母材上で未焼結のダイヤモンド粉末を異なる量の触媒
材料と積層することによって、利用できる。あるいは、ダイヤモンドと、別の固相材料の
量が連続的に増える触媒粉末とを、同様にして積層してもよい。さらに、ダイヤモンド、
触媒、別の材料の粉末層を積層してもよく、この場合、触媒と別の材料の量はどちらも、
所望の勾配を達成するよう層内で変わる。好ましい実施形態では、別の材料はカーバイド
であり、一層好ましくは、タングステンカーバイドである。
【００５８】
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　ＰＣＤ材料内でのダイヤモンドの体積分率の勾配は、上述した固有の勾配を超える（す
なわち、約１．５体積パーセントを超える）ことが望ましい。上述したように、ＰＣＤ本
体内の勾配は、（１）コバルトなどの触媒材料の含有量を変更する（以下の表３に勾配Ａ
として示す）、（２）別の材料または固相材料（勾配Ｂ）の量を変更する、あるいは、（
３）両方の組み合わせ（勾配Ｃ）によって形成できる。表３は、これらの手法それぞれに
対する例としての材料勾配を、体積パーセントと重量パーセント単位で示す。本明細書に
開示し、表３に示すようなＰＣＤ材料は、ダイヤモンドの体積分率の勾配が約５．０～５
．５パーセントのものである。しかしながら、本明細書に開示するようなＰＣＤ材料は、
特定の最終用途に応じて、ダイヤモンドの体積傾斜が、たとえば１．５体積パーセントを
超えて５体積パーセント未満、５体積パーセントを超えるなど、他の範囲にあってもよい
ことを、理解されたい。また、界面領域での残留応力を最小限にするために、通常、ダイ
ヤモンドの体積含有率は、界面で約９４パーセント未満であることが望ましい。
【００５９】

【００６０】
　追加の材料を使うことなく、ＰＣＤ材料を形成するのに用いられる触媒材料の体積含有
率を変えることで、ＰＣＤ材料内の第２の相材料の勾配が達成される一実施態様では、Ｐ
ＣＤ材料を形成するのに用いられる触媒材料の体積含有率は、約１から１０パーセントの
範囲内であってもよい。この範囲内の触媒材料を使用すると、ＰＣＤ材料の粒子の大きさ
に応じて、母材から作業面に向かって高まるダイヤモンドの傾斜体積含有率が、約９０パ
ーセントから９８パーセントであるＰＣＤ材料が得られる。
【００６１】
　追加の材料を使用して、このような追加の材料の体積含有率を変えることで、ＰＣＤ材
料内での第２の相材料の勾配が達成される別の実施態様では、ＰＣＤ材料を形成するのに
用いられるこのような追加の材料の体積含有率は、約１から１０パーセントの範囲内であ
ってもよい。この範囲内に入る追加の材料を使用することで、ＰＣＤ材料の粒子の大きさ
に応じて、母材から作業面に向かって高まるダイヤモンドの傾斜体積含有率が、約９０パ
ーセントから９８パーセントであるＰＣＤ材料が得られる。
【００６２】
　追加の材料を使用して、この追加の材料と触媒材料の両方の体積含有率を変化させるこ
とで、ＰＣＤ材料内の第２の相材料の勾配が達成される、さらに別の実施態様では、触媒
材料の体積含有率は、約１から１０パーセントの範囲内であってもよく、追加の材料の体
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積含有率は、約９０から９８パーセントの範囲内であってもよい。この範囲内に入る追加
の材料を使用することで、材料の粒子の大きさに応じて、母材から作業面に向かって増す
ダイヤモンドの体積含有率が、約９０パーセントから９８パーセントまで徐々に変化する
ＰＣＤ材料が得られる。
【００６３】
　ＰＣＤ本体内で所望の勾配を達成するために追加の材料を用いる一実施態様では、この
ような追加の材料は、約１．５から１５体積パーセントの範囲、好ましくは約２から１０
体積パーセントの範囲、一層好ましくは約２．５から８体積パーセントの範囲で存在する
。
【００６４】
　この実施態様で、使用する追加の材料が約１．５体積パーセント未満であると、作業面
の触媒材料含有量を所望の低さにして、ＰＣＤ本体内で触媒材料の所望の勾配変化を得る
には、不十分な場合がある。この実施態様で、使用する追加の材料が約１５体積パーセン
トを超えると、作業面で触媒材料含有量を所望の低さにするには多すぎる場合があり、さ
らに、ＰＣＤ内の触媒材料含有量も十分すぎてしまう場合がある。これによって、所望の
レベルのダイヤモンド／ダイヤモンド結合が得られなくなる場合がある。
【００６５】
　また、ダイヤモンド本体内で所望の触媒材料勾配を達成するのに追加の材料を用いる実
施態様では、触媒材料と追加の材料との比が、ダイヤモンド本体内で最適な熱安定性を促
進するようバランスしていることが望ましい。一実施態様では、ダイヤモンド本体内での
触媒材料とカーバイドとの比が、約６：１から１：１０の範囲であるのが望ましく、好ま
しくは、約３：１から１：６の範囲、一層好ましくは、約４：１から１：４の範囲である
。ＰＣＤ本体の作業面での触媒材料と追加の材料との好ましい比は、約３：１から１：４
の範囲であり、ＰＣＤ本体－母材界面表面での触媒材料とカーバイドとの好ましい比は、
約１：１から１：１０の範囲である。
【００６６】
　本明細書に開示するような、このようなＰＣＤ本体は、ダイヤモンドの体積含有率が約
８５パーセントを超えると望ましく、好ましくは、約８５から９８の範囲である。ＰＣＤ
本体の体積含有率は、本体全体で一定であってもよいし、本体内の場所によって異なって
いてもよい。たとえば、ダイヤモンドの含有量が本体内で変化する実施形態では、ＰＣＤ
本体は、作業面でのダイヤモンドの体積含有率が、少なくとも約９２パーセントであり、
このダイヤモンドの体積含有率は、作業面から離れるにつれて小さくなる。本体内でのダ
イヤモンドの体積含有率の変化は、徐々に生じてもよいし、段階的に生じてもよい。
【００６７】
　望ましいのであれば、ＰＣＤ本体は、大きさの異なるダイヤモンド粒子が本体の異なる
位置に配置された状態で形成されてもよい。たとえば、ＰＣＤ本体は、細かいダイヤモン
ド粒子が作業面に沿って配置され、粗いダイヤモンド粒子が母材界面付近に配置された領
域を含んで構成されてもよい。これは、ＰＣＤ本体が大きさの異なるダイヤモンド粒子を
、どのように含めるかということを示す、単なる一例にすぎない。また、ＰＣＤ本体内で
の大きさの異なるダイヤモンド粒子の遷移は、段階的になされてもよいし、徐々になされ
てもよい。図２に示すように、高めの圧力でのＨＰＨＴプロセスは、所望の高いダイヤモ
ンド体積分率を達成しつつ、細かいダイヤモンドからＰＣＤ本体またはその領域の形成を
促進するよう作用することがある。
【００６８】
　ＰＣＤ本体を形成するのに用いられる触媒材料は、一般に従来のＰＣＤを形成するのに
用いられる、触媒である溶媒金属を含んでもよい。この溶媒金属は、たとえば、周期律表
のＶＩＩＩ族の金属などである。触媒である溶媒金属の例として、Ｃｏ、Ｎｉ、Ｆｅ、こ
れらの混合物があげられる。上述したように、ＰＣＤ材料の耐久性および耐摩耗性の特性
と、靭性および衝撃抵抗の特性とは、互いに逆相関し、使用する触媒材料とダイヤモンド
粒子の相対量に左右される。
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【００６９】
　一実施態様のＰＣＤ本体は、上述したような体積が徐々に変わる触媒材料を含む。好ま
しい実施形態では、作業面での触媒材料の体積含有率は、約７パーセント未満である。触
媒材料の最大体積含有率は、約１０パーセントであってもよく、母材との界面に沿って存
在する。一実施態様では、ダイヤモンド本体における触媒材料の体積含有率は、材料の本
体内での個々の位置と粒子の大きさとに応じて、２パーセントから１０パーセントであっ
てもよい。
【００７０】
　高いレベルの耐摩耗性および／または熱安定性と低いレベルの破壊靭性が求められる用
途では、作業面での触媒含有量がゼロに近くてもよい。作業面から延在するダイヤモンド
本体の領域での触媒材料は、そこから触媒材料を除去するために浸出されるか、そうでな
ければ処理されてもよく、この処理された領域から延在するダイヤモンド本体における触
媒材料の体積含有率は、ＰＣＤ本体と母材との間に所望の度合いの結合強度を得られるだ
けの量であってもよい。また、望ましいのであれば、ＰＣＤ材料全体を処理して触媒材料
を除去し、触媒材料を実質的に含まないダイヤモンド結合本体を残してもよい。このよう
な処理されたＰＣＤ材料は、追加の材料の残りの相を有してもよく、かつ／またはさまざ
まなダイヤモンド体積含有率を有してもよい。
【００７１】
　ＰＣＤ構造体を形成するための母材として有用な好適な材料は、従来、成形体を所望の
切削工具または摩擦掘削工具に取り付けるために従来のＰＣＤ成形体の母材として用いら
れているものを含む。好適な母材材料としては、金属材料、セラミック材料、サーメット
材料、これらの混合物から形成されるものがあげられる。一実施態様では、母材は、あら
かじめ形成された状態で準備される。あるいは、母材は、母材前駆体粉末混合物の形態で
準備されてもよいし、未焼結状態部分の形態で準備されてもよい。
【００７２】
　一実施態様では、母材は、処理時に隣接するダイヤモンド粉末に溶浸して、本体を形成
するためのダイヤモンド間結合を容易にし、ダイヤモンド粉末と一体に結合されてＰＣＤ
成形体を形成できる、金属溶媒触媒の形態での触媒材料を含む。好適な金属溶媒の触媒材
料としては、触媒材料に関して上述したものがあげられる。特に好ましい金属溶媒触媒は
、Ｃｏである。好ましい実施形態では、母材材料はＷＣ－Ｃｏを含む。
【００７３】
　望ましいのであれば、母材とＰＣＤ材料を、平らな界面を有するように構成してもよい
し、平らではない界面を有するように構成してもよい。ＰＣＤ成形体でＰＣＤ本体と母材
との間に高いレベルの結合強度が必要な特定の用途では、平らではない界面を使用して、
隣接する表面間の表面積を増やし、機械的なカップリングの度合いと両者間の耐荷重能を
高めると望ましいことがある。平らではない界面は、隣接する各々のＰＣＤ本体と母材界
面表面に沿って配置される、単一または複数の互いにかみ合う表面造作の形で準備されて
もよい。
【００７４】
　図３および図４は、追加の材料を含有するか、あるいは含有せずに、触媒体積含有率が
徐々に変化する、上述したようなＰＣＤ本体１８を有する一実施態様のＰＣＤ構造体１６
を示す。触媒および任意の添加材料は、ＰＣＤ材料の微細構造の格子間領域に配置される
。ＰＣＤ本体１８は、たとえば上述したようなＨＰＨＴ処理時に、母材２０に一体に結合
される。この実施態様では、ＰＣＤ構造体は、ＰＣＤ本体の頂部に沿って配置される、ほ
ぼ平らな作業面２０を有する。また、個々の最終用途に応じて、ＰＣＤ本体の端面２３お
よび／または側面２４の全体または一部も、作業面として機能してもよい。上述したよう
に、作業面での触媒材料の体積含有率は、約７パーセント未満であり、母材に近づくにつ
れて高くなる。
【００７５】
　以上、ＰＣＤ構造体の個々の実施形態すなわち、略平坦な作業面と、円筒形の外壁とを
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有するものを説明してきたが、ＰＣＤ構造体の個々の構成は、個々の最終用途に応じて異
なっていてもよく、これに応じて変わることになり、このような構成のばらつきも、本発
明の範囲内に包含されることは、理解されたい。
【００７６】
　上記にて簡単に説明したように、本発明のＰＣＤ本体は、ダイヤモンド体積含有率が単
一すなわち一定である均質なＰＣＤ相または領域１つを含んで構成されてもよいし、各々
が異なるダイヤモンド体積含有率を有する２つまたは３つ以上のＰＣＤ相または領域を含
んで構成されてもよい。異なるダイヤモンド体積含有率を有する、異なる領域を含むＰＣ
Ｄ本体の実施形態では、異なる領域での特定のダイヤモンド体積含有率は、個々のＰＣＤ
構造体の構成と最終用途とに応じて異なっていてもよく、これらに応じて変わることにな
る。
【００７７】
　作業面に沿った部分の触媒含有量が少なく、本体内で触媒含有量が徐々に増加する本発
明のＰＣＤ構造体の特徴のひとつに、ＰＣＤ本体で、耐摩耗性、熱安定性、破壊靭性、不
要な剥離に対する耐性が最も必要とされる箇所で、これらの特性の最適な組み合わせが得
られるということがある。たとえば、ＰＣＤ本体の作業面で耐摩耗性および熱安定性の特
性が改善されるのに対し、ＰＣＤ本体の作業面の真下でＰＣＤ強度と破壊靭性の最適な分
布が得られ、母材との界面で不要な剥離に対する耐性が改善される。
【００７８】
　本発明のＰＣＤ構造体は、多数の異なる用途で使用するよう構成される。これらの用途
は、たとえば、熱安定性、耐久性および耐摩耗性、強度、靭性および衝撃抵抗、剥離に対
する耐性という特性を兼ね備えることが高く望まれる、採鉱、切削、機械加工、建設用に
用いられる工具の切削要素および／または摩耗（wear）要素などである。本発明のＰＣＤ
構造体は、ローラーコーンロックビット、パーカッションビットまたはハンマービット、
ダイヤモンドビット、シャーカッターなど、機械工具および地下ドリルおよび採鉱ビット
に用いられる構成要素で、作業面、摩擦掘削（wear）面および／または切削面を形成する
のに特に適している。
【００７９】
　図５は、ローラーコーンドリルビットまたはパーカッションビットまたはハンマードリ
ルビットにおいて、摩擦掘削または切削の用途に用いられるインサート７６の形で提供さ
れる、一実施態様のＰＣＤ構造体を示す。たとえば、このようなＰＣＤインサート７６は
、先に開示した１つまたは２つ以上の母材材料で形成される母材７８を含んで構成される
。母材７８は、触媒材料の含有量が徐々に変化する、上述したように構成されたＰＣＤ本
体８０に取り付けられる。この特定の実施形態では、ＰＣＤインサート７６は、ドーム形
の作業面８２を含む。インサート７６は、所望の形状にプレスまたは機械加工されてもよ
い。また、本発明のＰＣＤ構造体は、上記にて具体的に説明し、図５に示した以外の幾何
学形状を有するインサートの形成にも使用できることは、理解されたい。
【００８０】
　図６は、上記にて開示し、図５に示した摩擦掘削用または切削用のＰＣＤインサート７
６を複数個含む、ロックビット８４の形のロータリービットまたはローラーコーンドリル
ビットを示す。ロックビット８４は、３本の脚８８が延びた本体８６と、各脚の下端に装
着されたローラーカッターコーン９０とを含む。インサート７６は、本発明の材料および
ＰＣＤ本体を含む上述したものと同一であり、掘削対象となる岩石層に圧力をかけるため
に、各カッターコーン９０の表面に設けられている。
【００８１】
　図７は、パーカッションビットまたはハンマービット９２と併用される、上記にて説明
し、図５に示したＰＣＤインサートを示す。ハンマービットは通常、中空のスチール製本
体９４を備え、この本体の端に、油井などを掘削するためのドリルストリング（図示せず
）にビットを取り付けるためのねじ付きピン９６がある。本体９４のヘッド９８の表面に
は、掘削対象となる地下層に圧力をかけるために、複数のインサート７６が設けられてい
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る。
【００８２】
　図８は、たとえば、地下層掘削用のドラッグビットと併用されるシャーカッター１００
を形成するのに用いられるような、本発明の一実施態様のＰＣＤ構造体を示す。ＰＣＤシ
ャーカッター１００は、上述したように、焼結されるか、そうでなければカッター母材１
０４に取り付けられたＰＣＤ本体１０２を備える。ＰＣＤ本体１０２は、作業面または切
削面１０６を含み、上述したようにして形成される。上述したように、シャーカッター用
の作業面または切削面は、上面から、上面の円周端を画定している端面および／または傾
斜面まで延在してもよい。本発明のＰＣＤ構造体は、上記にて具体的に説明し、図８に示
した以外の幾何学形状を有するシャーカッターを形成するのに用いられてもよいことは、
理解されたい。
【００８３】
　図９は、上記にて説明し、図８に示した複数のＰＣＤシャーカッター１００を含むドラ
ッグビット１０８を示す。シャーカッターは各々、掘削対象となる地下層を切削するため
にドラッグビットのヘッド１１２から延在するブレード１１０に取り付けられている。本
発明のＰＣＤシャーカッターは、金属製の母材を含むため、ろう付けまたは溶接などの従
来の方法で、ブレードに取り付けられる。
【００８４】
　本発明の原理による、ＰＣＤ構造体およびそれを製造する方法の、他の改変および変更
は、当業者には自明であろう。したがって、添付の特許請求の範囲に記載の主旨の範囲内
で、具体的に説明した意外の形でも本発明を実施できることは、理解されたい。

【図１】 【図２】
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【図３】

【図４】

【図５】

【図６】

【図７】

【図８】

【図９】
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【図１０】

【手続補正書】
【提出日】平成29年1月25日(2017.1.25)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ダイヤモンド結合構造体。
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